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 ～県内初！空家法及び行政代執行法による除却～ 
空家等対策の推進に関する特別措置法及び行政代執行法に基づく代執行の実施について 

平成３０年８月２８日（火）午前９：００代執行宣言 

 笠間市では，平成２７年５月の「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下空家法）の施行を
受け，平成２８年度に「笠間市空家等対策計画」を策定し，積極的に空き家問題に取り組んでいます。 

 この度，空家法第２条２項に規定する「特定空家等」の所有者に対し，空家法第１４条９項の規定
に基づき，行政代執行により倒壊の恐れのある特定空家等の除却を行います。 

１ 対象となる特定空家 
【所在地】 笠間市石井１１２１番地２ 
 
２ 代執行の内容 
居宅部分（88.36㎡）の解体除却及び作業所の侵入防止措置 
 
３ 代執行にいたった理由 

瓦葺２階建ての基礎，土台，柱の傾斜が著しく，外壁の一部が剥落し，そのまま放置すれば倒
壊等著しく保安上危険となる恐れがある状態に該当するため。また，作業所扉の開放，窓ガラス
の破損により，不特定者が容易に進入できる状態で放置されており，適切な管理が行われてい
ないことにより著しく景観を損なっている状態及びその他周辺環境の保全を図るため放置するこ
とが不適切である状態に該当する。 

平成２５年度より指導を開始し，条例・法令併せて７回の行政指導と１回の勧告を行ったが改善
が見られないため，平成３０年５月１１日空家法に基づく「命令」の措置を実施，その後６月１１日
に行政代執行法に基づく「戒告」の措置を実施したが，措置期限（７月１１日）までに改善が見ら
れないため，「空家法」及び「行政代執行法」に基づく代執行を実施するもの。 
 
４ 代執行日時 
平成３０年８月２８日（火）から９月５日（水）予定 
※代執行開始日までに所有者による改善措置が行われた場合中止する場合があります。 
 

県内他市で所有者不明による空家法のみに基づく「略式代執行」の実績はありますが，所有者
（義務者）を特定した，空家法及び行政代執行法に基づく代執行は県内初となります。 
 
※ 交通量の多い道路に接しているため現場取材がある場合には事前にご一報お願いします。 
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⑥戒告・再戒告

代執行令書の通知

⑦行政代執行

事前の公告

③助言・指導

意見書の提出機会付与

空家等対策協議会

④勧 告 税解除※

特定空家等と判定

基準設定 実績等報告

意見聴取 助言

状況報告

特定空家等判定委員会
命令判定

所有者等不明の場合

⑤命 令 過料

特定空家等判定委員会

費用の徴収

⑧略式代執行

「税解除※」：

固定資産税等に係る住宅

用地の特例を解除

特措法による対応

所有者等の

調査継続

判定依頼

①空家等情報の把握

市民等からの情報提供
職員によるパトロール

②事前準備（立入調査等）

条例に基づく助言又は指導
Ｎｏ

Ｙｅｓ

悪化

特定空家等
ではないと判定

特定空家等

の候補か？

改善したか？

適正管理

Ｎｏ

Ｙｅｓ

条例による対応

特定空家等の主な措置手順 
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≪参考≫ 写真（平成 29年 10 月 6日 立入調査実施時） 

判定：A居宅→全壊、B作業場→半壊、C作業場→半壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B作業場

居宅 

C作業場
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A 居宅 

 

 

A 居宅部分 


